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研究成果の概要（和文）：企業が直面する情報倫理問題について，その本質の分析と，企業がそ

れに関するどのような社会責任を，どう負うべきなのかについて研究を行った。具体的には，

日本におけるプライバシー・個人情報保護のあるべき姿，ICT プロフェッショナリズムのあり

方，ICT の導入によって職場に引き起こされるジェンダー問題の解明とそれへの対応，ソシア

ルメディアの普及とデジタルアイデンティティの保全などについて検討し，政策提言を行った。 

 
研究成果の概要（英文）：In this study project, the nature of issues and problems related to 

information ethics in business organisations, including privacy/personal information 

protection, ICT professionalism in business organisations, gender issues in computerised 

workplaces and digital identity maintenance in the social media age, was analysed and 

relevant policies for responsible organisations to cope with these issues and problems were 

recommended. 
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１．研究開始当初の背景 

(1)研究の動向と位置づけ 

 1980 年代半ばから本格的な研究が始めら
れた情報倫理は一般にコンピュータ科学・工
学と哲学・倫理学の学際領域にあるものとし
て理解されている。その一方で，企業活動の

実態をふまえた研究は国内外共に少なく，こ
こに企業における情報倫理をターゲットと
する本研究の希少価値と将来性を見出すこ
とができた。情報倫理の中心的課題である
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リズムや情報プライバシー保護などは，いず
れも現代の企業活動に深く関わっており，経
営学・経営情報学の知見をベースにして，国
内外の研究者との協力関係を維持しつつ，文
献研究・アンケート調査・聞取り調査といっ
た多様な手法で情報倫理問題にアプローチ
する本研究は情報倫理に対する学問的貢献
のみならず，経営学ならびに現代企業の経営
実践，とりわけ ICT 活用に関わる企業の社会
責任ならびに企業倫理のあり方の解明に多
大な貢献をもたらすものであると考えられ
た。また，ICT の持つグローバル性は，情報
倫理問題へのグローバルに有効な対応策を
必然的なものとしている。この点で，日本の
社会・文化・経済状況をふまえる本研究は，
欧米の価値観に偏重しない対応策の提言を
実現するものであると位置づけられた。 

 

(2)研究動機 

 1998 年に情報倫理に関する研究を開始し
た当初から，企業という視点を欠いては情報
倫理の研究内容が現実と密接に結びついた
ものにならないと考えていた。現代では ICT

の開発，利用を主導するのは企業だからであ
る。他方，近年になって経営学では企業倫理
や CSR（Corporate Social Responsibility）
が注目され，現在，それらの研究が活況を見
せる中で，ICT に関わる倫理問題が取り上げ
られることはほとんどない。このことは，多
くの企業が ICT を利用する中で，ICT がもた
らす社会問題への対応が決定的に遅れる可
能性が大きいことを意味する。こうした認識
から，情報倫理という学問分野をより現実的
で有用なものにし，現代情報社会をより良い
ものへと導き，さらには企業の責任ある行動
を促進するためにも，企業における情報倫理
問題の研究に取り組むべきであるという着
想を得た。また，情報倫理研究は主として欧
米諸国で盛んに行われており，欧米の視点か
ら問題への対応が提案され続けてきた。しか
し，それらは必ずしも日本の状況に合致した
ものではない。このことから，グローバル性
を持つ情報倫理問題に対する日本の社会・文
化・経済状況をふまえた対応を世界に向けて
発信するための研究を行うことの重要性を
認識した。 

 

２．研究の目的 

 本研究は，企業における情報倫理問題を対
象とするものであり，従来，コンピュータ科
学・工学と哲学･倫理学との学際分野である
と見なされてきた情報倫理に経営学･経営情
報学の視点を積極的に取り込んでいこうと
するものである。ICT の普及が進み，その開
発・利用の主役が企業となっている今日，企
業における ICT の開発と利用がもたらしう
る倫理・社会問題を分析し，それへの（可能

であれば事前的・予防的な）対応策を，日本
の社会・文化・経済的状況をふまえ，提言す
ることを目指す本研究は，企業が ICT の開発
と利用に関わる社会責任を果たすことを促
し，現代情報社会をより良くすることに資す
るものである。 

 本研究で取り組む具体的な問題領域とし
ては，(1)ICT の開発・利用の倫理的基礎，(2)

情報プライバシー保護，(3)ICT エンジニアの
プロフェッショナリズム，(4)ICT とジェンダ
ーが設定され，研究の将来的・最終的な方向
性としては，企業における情報倫理の諸課題
に関する考究を企業情報倫理学として総合
することが掲げられた。 

 

３．研究の方法 

 本研究の方法としては，(1)文献研究，(2)

アンケート調査，ならびに(3)（半構造化）聞
き取り調査が採用され，必要に応じて調査結
果に対する統計分析，テキストマイニングが
行われた。 

 
４．研究成果 
 ICT ならびに ICT を活用した情報システ
ムの開発と利用の主体としての企業が，どの
ような倫理問題に直面し，それに関するどの
ような社会責任を，どのように負うべきなの
かについて研究することを通じて，以下のよ
うな研究成果を上げることができた。 

 

(1)ICT の開発・利用の倫理的基礎 

①日本企業において知識の創造や共有が阻
害されたり，創造された知識の社会的影響に
対する無責任状態が生じたりする状況を引
き起こしうる原因が日本の社会・文化特性の
中に潜在していることを明らかにした。 

②P2P ファイル共有システムの利用状況に
ついて日瑞比較研究を行い，日本のネットユ
ーザの「政治性のなさ」が ICT の利用に関す
る倫理問題を引き起こす要因となりうるこ
とを明らかにした。 

③日本企業における情報システム開発と利
用の歴史を検証し，そこに蓄積された叡智が
現在の日本企業の情報システム開発・利用に
十分に生かされていないことを指摘した。 

④日英両国における聞き取り調査に基づき，
若年層のネットユーザがソシアルネットワ
ーキングサービスの利用に関する規範をど
のように認識しているのかについて国際比
較分析を行った。 

⑤ソシアルメディアの普及によってネット
ユーザが自分あるいは他人の個人情報を開
示・シェアする情報環境が生み出されたこと
が，とりわけ若者のデジタルアイデンティテ
ィの，したがってリアルワールドでのアイデ
ンティティの歪みをもたらしうることを指
摘し，そうした事態を未然に防止するための



デジタルアイデンティティ保全教材を開発
した。 

⑥経営情報品質に関わる倫理的・社会的側面
の特性について明らかにし，現代企業にとっ
て社会的に受容される経営情報の活用につ
いて論じた。 

⑦ソシアルメディアの普及が個人のアイデ
ンティティに与える悪影響について，それを
現象学的精神病理学の知見を踏まえて「統合
失調症社会」の出現としてとらえ，こうした
社会において人間が直面しうるアイデンテ
ィティ上のリスクを解明するとともにソシ
アルメディアサービスを提供する企業のこ
うしたリスクに対する社会責任について明
らかにした。 

⑧ICT依存社会におけるマニュファクチャー
ドリスクの存在とその特性について分析し，
そうしたリスクの表面化をいかに抑制する
のかについて提言を行った。 

 

(2)情報プライバシー保護 

①プライバシー侵害のリスクを付帯する防
犯カメラなどの ICT を利用したセキュリテ
ィシステムの導入が現在の日本社会に受容
されつつある原因の一つが，企業における長
期雇用慣習の変化に伴って生じている「近代
化された世間の解体」であることを示した。 

②民間部門を対象とする日本の個人情報保
護法制の社会・経済的背景を明らかにした。 

③個人情報の流通に関する情報主体のコン
トローラビリティを前提することが難しい
技術-経済環境において，伝統的情報プライバ
シー権に代わる新たな人間の権利として「忘
却する権利」を提唱し，あわせて EU 諸国を
中心に議論されている「忘却される権利」の
概念の見直しを行った。忘却する権利は個人
情報へのアクセスではなく，利用に焦点を置
く点でこれまでの個人情報・プライバシー保
護の考え方とは一線を画すものであり，ソシ
アルメディアに代表される現代的な情報環
境における個人の自律性の確保と人間の尊
厳の保護にとって重要な権利概念である。 

④アンケート調査とフォローアップインタ
ビュー調査に基づき，日本の大学生がプライ
バシー保護に対してどのような意識と態度
を示しているのかを明らかにするとともに，
日本におけるオンラインプライバシー保護
のための具体的方策について提案を行った。 

⑤日韓両国におけるオンラインプライバシ
ーポリシーに関する国際比較研究をアンケ
ート調査に基づいて実施し，両国間での若者
のオンラインプライバシーポリシーに対す
る認識の相違の背後に，価値観と文化の相違
が存在していることを明確にした。 

⑥日本のプライバシー保護法制や国民番号
制度が持つ問題点を国際比較を通じて明確
にし，日本の社会・文化特性に適合したプラ

イバシー保護政策と体制の確立の必要性と
その具体的内容について提言した。 

 

 

(3)ICT エンジニアのプロフェッショナリズ
ム 

①企業における情報倫理問題への的確な対
応のために必要とされるプロフェッショナ
ル ICT 人材の育成が，現在の日本の ICT 産
業における雇用・労働慣習やそれを取り巻く
教育体制・文化といった要因によって困難に
なっていることを明らかにした。 

②ICT ならびに ICT を活用した情報システ
ムの開発と利用の主体である企業において，
ICTエンジニアのプロフェッショナリズムを
確立するために，どのような職場環境の形成
が必要なのかについて解明した。 

 

(4)ICT とジェンダー 

①女性従業員への聞き取り調査に基づき，日
本の ICT 産業において潜在しているジェン
ダー問題が，男女の雇用機会や条件を平等に
するという社会的に正当化される行動を契
機として，男性従業員に対する暗黙の労働強
化圧力として発現しうることを見出した。 
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